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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次
第122期
第２四半期
連結累計期間

第123期
第２四半期
連結累計期間

第122期

会計期間

自  平成23年
      ４月１日
至  平成23年
      ９月30日

自  平成24年
      ４月１日
至  平成24年
      ９月30日

自  平成23年
      ４月１日
至  平成24年
      ３月31日

売上高 (百万円) 61,306 63,497 136,007

経常利益又は経常損失（△） (百万円) △1,393 △2,008 1,013

当期純利益又は
四半期純損失（△）

(百万円) △709 △1,706 678

四半期包括利益又は包括利益 (百万円) △705 △1,827 1,410

純資産額 (百万円) 61,165 60,162 62,608

総資産額 (百万円) 147,452 162,158 168,123

１株当たり当期純利益又は
四半期純損失（△）

(円) △3.39 △8.10 3.23

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益

(円) ─ ─ ─

自己資本比率 (％) 40.7 37.0 37.2

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 104 5,863 12,828

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △118 △280 △2,271

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △4,116 △2,863 △693

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(百万円) 34,978 51,878 49,425

　

回次
第122期
第２四半期
連結会計期間

第123期
第２四半期
連結会計期間

会計期間

自  平成23年
    ７月１日
至  平成23年
    ９月30日

自  平成24年
    ７月１日
至  平成24年
    ９月30日

１株当たり四半期純損失（△） (円) △0.15 △1.71

(注)  1. 当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

 2. 売上高には、消費税等は含まれておりません。

 3. 第122期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。

 4. 第122期第２四半期連結累計期間及び第123期第２四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純

利益については、１株当たり四半期純損失が計上されており、また潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。

　

２ 【事業の内容】

当第２四半期連結累計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容につい

て重要な変更はありません。また、主要な関係会社に異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

当第２四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。また、前事業年度

（第122期）有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

　

２ 【経営上の重要な契約等】

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

　

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中における将来に関する事項については、当四半期報告書提出日現在において当社グループが判断

したものであります。

（１）業績の状況

当第２四半期連結累計期間におけるわが国経済は、東日本大震災の復興需要の顕在化や底堅い個人消

費に支えられ緩やかな回復基調を辿りましたが、欧州債務問題の深刻化や依然として続くデフレの影響

等により足踏みの様相を呈しております。国内建設市場におきましては、政府建設投資は、復興需要を押

し上げ要因として堅調に推移しております。民間建設投資は、復興需要を背景とした企業収益の持ち直し

により、弱い動きながら回復傾向にあります。

こうした状況の下、当第２四半期連結累計期間における当社グループの連結業績は、売上高は63,497百

万円（前年同四半期比3.6％増）、営業損失は1,663百万円（前年同四半期は営業損失552百万円）、経常

損失は2,008百万円（前年同四半期は経常損失1,393百万円）、四半期純損失は1,706百万円（前年同四半

期は四半期純損失709百万円）となりました。

今後のわが国経済は、東日本大震災復興特別会計等を加えた政府予算や消費税増税を控えた駆け込み

需要を押し上げ要因として回復基調が続くものと思われますが、海外経済の不安定な動向は日本の景気

を下押しするリスクを含んでおり、これらの動向に注視していく必要があります。また、国内建設市場も、

建設資材や労務単価の上昇など、依然として予断を許さない状況が続くものと予想されます。

当社グループは、基本方針に「持続的成長の実現を目指して、技術力・組織力・個人の力を結集し、収

益基盤強化を図る」を掲げた「中期経営計画」（平成22年度～24年度）を推進しております。「中期経

営計画」に掲げる収益基盤の強化のため、本事業年度の最重要課題を「事業量の確保と採算性・品質の

向上」とし、併せて建設業者としての社会的責任を果たすべく、引き続き東日本大震災被災地の復興に取

り組んでまいります。また、「安全を全てに優先させる」という基本方針のもと、安全・安心の確保、更に

はコンプライアンスの徹底を図り、社会的責任を果たしてまいります。

　

当社グループのセグメントの業績は、次のとおりであります。

（国内土木事業） 

総合評価落札方式への対応強化、顧客ニーズに対応した提案、コストの削減等に取り組むとともに、被

災地の復興に向けて港湾復旧工事等に注力しております。当第２四半期連結累計期間の売上高は30,623

百万円（前年同四半期比23.5％増）、セグメント損失（営業損失）は142百万円（前年同四半期はセグメ

ント損失150百万円）となりました。
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（国内建築事業）

官庁工事や倉庫・物流施設等の民間非住宅分野への対応強化に取り組むとともに、被災した建築物の

復旧工事等に注力しております。当第２四半期連結累計期間の売上高は17,520百万円（前年同四半期比

13.1％減）、セグメント損失（営業損失）は1,327百万円（前年同四半期はセグメント損失409百万円）

となりました。

（海外事業）

リスクの発生を最小限にとどめ、今後も緩やかな拡大を目指しております。当第２四半期連結累計期間

の売上高は12,115百万円（前年同四半期比7.7％減）、セグメント利益（営業利益）は1,046百万円（前

年同四半期比27.6％減）となりました。

（その他）

当第２四半期連結累計期間の売上高は3,238百万円（前年同四半期比0.4％増）、セグメント利益（営

業利益）は173百万円（前年同四半期比234.5％増）となりました。

　

（２）財政状態の分析

当第２四半期連結会計期間末における総資産は、前連結会計年度末と比較して5,965百万円減少し、

162,158百万円となりました。これは、主に受取手形・完成工事未収入金等が減少したことによります。

負債は、前連結会計年度末と比較して3,518百万円減少し、101,996百万円となりました。これは主に未

成工事受入金の減少によるものです。

純資産は、前連結会計年度末と比較して2,446百万円減少し、60,162百万円となりました。なお、自己資

本比率は37.0％と、前連結会計年度末と比較して0.2ポイント減少しております。

　
（３）キャッシュ・フローの状況の分析

当第２四半期連結累計期間におきましては、営業活動によるキャッシュ・フローは、工事代金の入金等

により5,863百万円の資金増加（前年同四半期は104百万円の資金増加）となりました。投資活動による

キャッシュ・フローは、固定資産の取得による支出等により280百万円の資金減少（前年同四半期は118

百万円の資金減少）となりました。財務活動によるキャッシュ・フローは、借入金の返済等により2,863

百万円の資金減少（前年同四半期は4,116百万円の資金減少）となりました。 以上の結果、現金及び現金

同等物の当第２四半期連結会計期間末の残高は、前連結会計年度末に比べ2,453百万円増加し、51,878百

万円（前年同四半期は34,978百万円）となりました。
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（４）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありませ

ん。厳しい経営環境が続いておりますが、「中期経営計画」を着実に達成し、強固な経営体質に改善すべ

くグループ一丸となって取り組んでおります。

　

なお、当社は会社の支配に関する基本方針を定めており、その内容等は次のとおりであります。

　

①基本方針の内容 

当社は、公開会社として株式を上場し、株主、投資家の皆様による株式の自由な取引が認められている

以上、当社株式に対する大規模買付提案またはこれに類似する行為があった場合において、これに応じて

当社株式の売却を行うか否かの判断は、最終的には株主の皆様の意思に基づき行われるものであると考

えております。

当社株式の売却を行うか否か、すなわち大規模買付提案等に応じるか否かの判断を株主の皆様に適切

に行っていただくためには、大規模買付者側から買付の条件や買収した後の経営方針、事業計画等に関す

る十分な情報提供がなされる必要があると考えます。また、当社は、その大規模買付提案に対する当社取

締役会の評価や意見、大規模買付提案に対する当社取締役会による代替案等も株主の皆様に提供しなけ

ればならないと考えます。株主の皆様には、それらを総合的に勘案したうえでご判断をいただく必要があ

ると考えます。

当社の財務及び事業の方針を決定する者は、当社の経営理念を理解し、当社を支えるステークホルダー

との信頼関係を十分に構築することができ、当社の企業価値、株主共同の利益を中長期的に向上させるこ

とのできる意思と能力を備えている必要があると考えます。

したがって、大規模買付提案にあたって当社や当社の株主に対し、提案内容に関する情報や意見、評価、

代替案作成に必要な時間を与えない大規模買付者、買付の目的及び買付後の経営方針等に鑑み、当社の企

業価値・株主共同の利益を損なうことが明白である大規模買付提案を行う買付者、買付に応じることを

株主に強要するような仕組みを有する提案等を行う大規模買付者は、当社の財務及び事業の方針を支配

する者としては適切ではないと考えています。

　このような大規模買付提案または大規模買付行為等があった場合には、当社は、法令及び定款によって

許容される限度において、企業価値や株主共同の利益を確保するために必要な措置を講じることを基本

方針とします。

　
②基本方針の実現に資する取り組み

当社は、より多くの投資家の皆様に末永く継続して投資いただくため、当社グループの企業価値ひいて

は株主共同の利益を向上させる取り組みとして、「高い技術をもって、社業の発展を図り、健全な経営に

より社会的責任を果たす」という経営理念を掲げ、その実現のための中期経営構想を実践しております。

また、これらと並行して、コーポレート・ガバナンスの強化、充実に取り組んでおります。　

　

③基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支配されることを防止す

る取り組み

当社は、当社株式に対する大規模買付提案またはこれに類似する行為があった場合には、企業価値及び

株主共同の利益の確保のため、適時適切な情報開示に努めるとともに、その時点において適切な対応をし

てまいります。
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④基本方針に沿い、当社の企業価値ひいては株主共同の利益に合致し、当社の会社役員の地位の維持を目

的とするものではないことについて

当社の中期経営構想は、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を向上させる取り組みとして、当社の

経営理念を実現させるため実践しているものであり、まさに当社の基本方針に沿うものであります。

従いまして上記の取り組みは、当社の会社役員の地位の維持を目的としたものではありません。

　
（５）研究開発活動

当第２四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発費は435百万円であります。

なお、当第２四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありま

せん。

EDINET提出書類

東亜建設工業株式会社(E00080)

四半期報告書

 6/22



第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 600,000,000

計 600,000,000

　

② 【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末
現在発行数(株)
(平成24年９月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成24年11月12日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 224,946,290224,946,290
東京証券取引所
(市場第一部）
札幌証券取引所

単元株式数は1,000株であ
ります。

計 224,946,290224,946,290― ―

　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

　

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成24年７月１日～
平成24年９月30日

― 224,946 ― 18,976 ― 4,744
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(6) 【大株主の状況】

　 　 (平成24年９月30日現在)

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

太平洋セメント株式会社 東京都港区台場二丁目３番５号 10,685 4.75

明治安田生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内二丁目１番１号 7,706 3.43

東亜建設工業鶴株会 東京都新宿区西新宿三丁目７番１号 7,456 3.31

ＪＦＥスチール株式会社 東京都千代田区内幸町二丁目２番３号 7,148 3.18

東亜建設工業社員持株会 東京都新宿区西新宿三丁目７番１号 6,861 3.05

日本トラスティ・サービス信託銀
行株式会社(信託口)

東京都中央区晴海一丁目８番11号 6,549 2.91

株式会社みずほコーポレート銀行 東京都千代田区丸の内一丁目３番３号 5,723 2.54

CBNY DFA INTL SMALL CAP VALUE
PORTFOLIO                      
（常任代理人  シティバンク銀行
株式会社）

388 GREENWICH STREET, NY, NY 10013, USA
（東京都品川区東品川二丁目３番14号）

5,695 2.53

日本マスタートラスト信託銀行株
式会社(信託口)

東京都港区浜松町二丁目11番３号 5,265 2.34

みずほ信託銀行株式会社 東京都中央区八重洲一丁目２番１号 5,127 2.28

計 ― 68,217 30.32

(注) １  上記のほか当社所有の自己株式11,709千株（発行済株式総数に対する所有株式数の割合5.21％）がありま

す。

２  上記所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は、次のとおりであります。

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社(信託口)  6,549千株

日本マスタートラスト信託銀行株式会社(信託口)      5,265千株
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(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

(平成24年９月30日現在)

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)

(自己保有株式)
普通株式 11,709,000
(相互保有株式)
普通株式 3,513,000

― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式 209,084,000 209,084 ―

単元未満株式 普通株式 640,290 ― １単元(1,000株)未満の株式

発行済株式総数 224,946,290 ― ―

総株主の議決権 ― 209,084 ―

(注) １ 「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、株式会社証券保管振替機構名義の株式が1,000株（議決

権１個）含まれております。

２ 「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式及び相互保有株式が次のとおり含まれておりま

す。

自己株式                                105株

相互保有株式    信幸建設株式会社        806株

相互保有株式    鶴見臨港鉄道株式会社    730株

　
② 【自己株式等】

(平成24年９月30日現在)

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
東亜建設工業株式会社

東京都新宿区西新宿
三丁目７番１号

11,709,000― 11,709,0005.21

(相互保有株式)
信幸建設株式会社

東京都千代田区神田司町
二丁目２番地７

2,507,000 ― 2,507,0001.11

(相互保有株式)
鶴見臨港鉄道株式会社

神奈川県横浜市鶴見区豊岡町
18番１号

1,006,000 ― 1,006,0000.45

計 ― 15,222,000― 15,222,0006.77

　

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

１  四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19

年内閣府令第64号)に準拠して作成し、「建設業法施行規則」(昭和24年建設省令第14号）に準じて記載し

ております。

　

２  監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間(平成24年７月１日

から平成24年９月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成24年４月１日から平成24年９月30日まで)

に係る四半期連結財務諸表について、新日本有限責任監査法人により四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成24年９月30日)

資産の部

流動資産

現金預金 49,670 51,923

受取手形・完成工事未収入金等 ※1
 48,883

※1
 35,050

未成工事支出金等 ※2
 3,215

※2
 6,175

販売用不動産 6,187 6,124

その他 14,202 17,871

貸倒引当金 △174 △124

流動資産合計 121,984 117,021

固定資産

有形固定資産

建物・構築物（純額） 5,255 5,439

機械、運搬具及び工具器具備品（純額） 5,554 5,076

土地 19,653 19,616

その他 220 79

有形固定資産合計 30,684 30,211

無形固定資産 583 531

投資その他の資産

投資有価証券 10,361 9,838

その他 5,341 5,350

貸倒引当金 △831 △794

投資その他の資産合計 14,871 14,394

固定資産合計 46,139 45,137

資産合計 168,123 162,158

負債の部

流動負債

支払手形・工事未払金等 ※3
 40,836

※3
 39,795

短期借入金 ※4
 19,455

※4
 19,425

未成工事受入金 13,620 10,437

完成工事補償引当金 365 326

工事損失引当金 1,178 1,383

その他 11,717 14,336

流動負債合計 87,173 85,703

固定負債

長期借入金 10,702 8,533

再評価に係る繰延税金負債 2,973 2,971

退職給付引当金 3,011 3,155

役員退職慰労引当金 69 40

その他 1,585 1,592

固定負債合計 18,341 16,292

負債合計 105,515 101,996
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成24年９月30日)

純資産の部

株主資本

資本金 18,976 18,976

資本剰余金 18,114 18,114

利益剰余金 23,934 21,809

自己株式 △1,760 △1,956

株主資本合計 59,265 56,943

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 644 492

繰延ヘッジ損益 △20 11

土地再評価差額金 2,573 2,569

その他の包括利益累計額合計 3,197 3,073

少数株主持分 144 144

純資産合計 62,608 60,162

負債純資産合計 168,123 162,158
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(2)【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】
【四半期連結損益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間
(自 平成23年４月１日
　至 平成23年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成24年４月１日
　至 平成24年９月30日)

売上高 61,306 63,497

売上原価 56,854 60,207

売上総利益 4,451 3,290

販売費及び一般管理費 ※１
 5,004

※１
 4,954

営業損失（△） △552 △1,663

営業外収益

受取利息 64 48

受取配当金 291 114

保険差益 24 164

その他 72 26

営業外収益合計 453 354

営業外費用

支払利息 291 246

為替差損 985 371

その他 17 80

営業外費用合計 1,294 699

経常損失（△） △1,393 △2,008

特別利益

固定資産売却益 249 25

その他 25 0

特別利益合計 275 25

特別損失

固定資産除却損 11 1

減損損失 23 43

投資有価証券評価損 57 333

東日本大震災関連損失 126 －

その他 37 26

特別損失合計 256 404

税金等調整前四半期純損失（△） △1,374 △2,387

法人税、住民税及び事業税 102 106

法人税等調整額 △784 △787

法人税等合計 △681 △680

少数株主損益調整前四半期純損失（△） △693 △1,707

少数株主利益又は少数株主損失（△） 16 △0

四半期純損失（△） △709 △1,706
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【四半期連結包括利益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

(単位：百万円)

前第２四半期連結累計期間
(自 平成23年４月１日
　至 平成23年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成24年４月１日
　至 平成24年９月30日)

少数株主損益調整前四半期純損失（△） △693 △1,707

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △33 △151

繰延ヘッジ損益 21 31

その他の包括利益合計 △11 △119

四半期包括利益 △705 △1,827

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 △722 △1,826

少数株主に係る四半期包括利益 17 △0
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間
(自 平成23年４月１日
　至 平成23年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成24年４月１日
　至 平成24年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純損失（△） △1,374 △2,387

減価償却費 951 938

減損損失 23 43

貸倒引当金の増減額（△は減少） △144 △88

退職給付引当金の増減額（△は減少） 120 144

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △11 △28

受取利息及び受取配当金 △356 △162

支払利息 291 246

有価証券及び投資有価証券評価損益（△は益） 57 333

有形及び無形固定資産売却損益（△は益） △249 △25

有形及び無形固定資産除却損 17 3

売上債権の増減額（△は増加） 12,697 13,832

未成工事支出金等の増減額（△は増加） △1,447 △2,960

販売用不動産の増減額（△は増加） 92 63

仕入債務の増減額（△は減少） △12,672 △1,041

未成工事受入金の増減額（△は減少） 2,295 △3,183

その他 △733 620

小計 △443 6,349

利息及び配当金の受取額 357 161

利息の支払額 △292 △275

法人税等の支払額又は還付額（△は支払） 483 △372

営業活動によるキャッシュ・フロー 104 5,863

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △1,621 △500

有形固定資産の売却による収入 1,396 26

無形固定資産の取得による支出 △39 △37

有価証券及び投資有価証券の取得による支出 △11 △16

有価証券及び投資有価証券の売却による収入 89 －

貸付けによる支出 △334 △2

貸付金の回収による収入 401 48

その他 2 200

投資活動によるキャッシュ・フロー △118 △280

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △180 △30

長期借入金の返済による支出 △3,488 △2,169

自己株式の取得による支出 △0 △196

配当金の支払額 △417 △417

その他 △29 △50

財務活動によるキャッシュ・フロー △4,116 △2,863

現金及び現金同等物に係る換算差額 △947 △264

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △5,077 2,453

現金及び現金同等物の期首残高 40,055 49,425

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1
 34,978

※1
 51,878
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【連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更】

　

該当事項はありません。

　

【会計方針の変更等】

　
当第２四半期連結累計期間
(自  平成24年４月１日
至  平成24年９月30日)

（会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更）

当社及び連結子会社は、法人税法の改正に伴い、第１四半期連結会計期間より、平成24年４月１日

以後に取得した有形固定資産については、改正後の法人税法に基づく減価償却の方法に変更してお

ります。

これによる当第２四半期連結累計期間の損益に与える影響は軽微であります。

　

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

　

該当事項はありません。

　

【追加情報】

　

該当事項はありません。
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【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

１  ※２  未成工事支出金等の内訳は、次のとおりであります。

　
前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成24年９月30日)

未成工事支出金 2,359百万円 4,828百万円

その他のたな卸資産 856　 1,346　

計 3,215　 6,175　

　

２  偶発債務

連結会社以外の会社等の金融機関からの借入等に対し、債務保証を行っております。

前連結会計年度
(平成24年３月31日)

　
当第２四半期連結会計期間
(平成24年９月30日)

当社従業員(銀行借入保証) 24百万円　 当社従業員(銀行借入保証) 20百万円

全国漁港・漁村振興漁業協同
組合連合会(借入保証)

466 　
全国漁港・漁村振興漁業協同
組合連合会(借入保証)

466

その他１件 193 　 その他１件 183

計 683 　 計 670

　

３  ※４  提出会社は運転資金の効率的な調達を行うため、取引銀行７行とコミットメントライン（特定

融資枠）契約を締結しております。

　
前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成24年９月30日)

コミットメントライン契約の総額 20,000百万円 20,000百万円

借入実行残高 ― ―

差引額 20,000 20,000

　

４  ※１  ※３  四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理

しております。なお、当第２四半期連結会計期間末日は金融機関の休日であったため、次の満期手形が四

半期連結会計期間末日残高に含まれております。

　
前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成24年９月30日)

受取手形 119百万円 99百万円

支払手形 1,746 1,318

　

(四半期連結損益計算書関係)

    ※１  このうち主要な費目及び金額は、次のとおりであります。

　
前第２四半期連結累計期間
(自  平成23年４月１日
至  平成23年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自  平成24年４月１日
至  平成24年９月30日)

従業員給料手当 2,140百万円 2,092百万円

役員退職慰労引当金繰入額 12 12

退職給付費用 320 321

貸倒引当金繰入額 △73 △51
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(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

    ※１  現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との

関係は、次のとおりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
(自  平成23年４月１日
至  平成23年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自  平成24年４月１日
至  平成24年９月30日)

現金預金勘定 35,024百万円 51,923百万円

預入期間が３ヶ月を超える 
定期預金

△145 △45

流動資産「その他」
（有価証券）

100 ―

現金及び現金同等物 34,978 51,878

　

(株主資本等関係)

前第２四半期連結累計期間（自 平成23年４月１日  至 平成23年９月30日）

　　　配当に関する事項

　　　　配当金支払額

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成23年６月29日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 419 2 平成23年３月31日平成23年６月30日

　
当第２四半期連結累計期間（自 平成24年４月１日  至 平成24年９月30日）

　　　配当に関する事項

　　　　配当金支払額

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成24年６月28日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 429 2 平成24年３月31日平成24年６月29日
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

前第２四半期連結累計期間(自  平成23年４月１日  至  平成23年９月30日)

    報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

　 　 　 　 　 　 　 (単位：百万円）

　

報告セグメント

その他
(注１)

合計
調整額
(注２)

四半期
連結損益
計算書
計上額
(注３)

国内土木
事業

国内建築
事業

海外事業 計

　売上高 　 　 　 　 　 　 　 　

　(1) 外部顧客に対する売上高24,79020,16613,12358,0803,22561,306 ─ 61,306

　(2) セグメント間の内部
　　　売上高又は振替高

378 34 ─ 412 7,8108,223△8,223 ─

　計 25,16920,20013,12358,49311,03669,529△8,22361,306

　セグメント利益又は損失(△) △150 △409 1,444 884 51 936△1,488△552

（注）１．  「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、不動産事業、建設機械の製

造・販売及び修理事業等を含んでおります。

２．  セグメント利益又は損失の調整額△1,488百万円には、セグメント間取引消去△144百万円及び各報告

セグメントに帰属しない一般管理費△1,344百万円が含まれております。

３．  セグメント利益又は損失は四半期連結損益計算書の営業損失と調整を行っております。

　
当第２四半期連結累計期間(自  平成24年４月１日  至  平成24年９月30日)

    報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

  　 　 　 　 　 　 (単位：百万円）

　

報告セグメント

その他
(注１)

合計
調整額
(注２)

四半期
連結損益
計算書
計上額
(注３)

国内土木
事業

国内建築
事業

海外事業 計

　売上高 　 　 　 　 　 　 　 　

　(1) 外部顧客に対する売上高30,62317,52012,11560,2593,23863,497 ─ 63,497

　(2) セグメント間の内部
　　　売上高又は振替高

69 184 ─ 253 9,6919,945△9,945 ─

　計 30,69217,70412,11560,51212,93073,442△9,94563,497

　セグメント利益又は損失(△) △142△1,3271,046△423 173 △249△1,413△1,663

（注）１．  「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、不動産事業、建設機械の製

造・販売及び修理事業等を含んでおります。

２．  セグメント利益又は損失の調整額△1,413百万円には、セグメント間取引消去△55百万円及び各報告セ

グメントに帰属しない一般管理費△1,357百万円が含まれております。

３．  セグメント利益又は損失は四半期連結損益計算書の営業損失と調整を行っております。
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純損失金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
前第２四半期連結累計期間
(自  平成23年４月１日
至  平成23年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自  平成24年４月１日
至  平成24年９月30日)

１株当たり四半期純損失金額(円) 3.39 8.10

（算定上の基礎） 　 　

四半期純損失(百万円) 709 1,706

普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

普通株式に係る四半期純損失金額(百万円) 709 1,706

普通株式の期中平均株式数(千株) 209,130 210,715

(注)  潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、１株当たり四半期純損失金額が計上されており、また

潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　

　
２【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成24年11月12日

東亜建設工業株式会社

取締役会  御中

　

新日本有限責任監査法人

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    原        一    浩    印

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    種  村          隆    印

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている東亜
建設工業株式会社の平成24年４月１日から平成25年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間
(平成24年７月１日から平成24年９月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成24年４月１日から平成24
年９月30日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半
期連結包括利益計算書、四半期連結キャッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

　

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して
四半期連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のな
い四半期連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用する
ことが含まれる。

　

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸
表に対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レ
ビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。
四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施
される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において
一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手
続である。　
当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。　
　

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正
妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、東亜建設工業株式会社及び連結子会社の平成
24年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッ
シュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかっ
た。

　

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　
以　上

　
 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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